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抄　　録

　����年�月の東日本大震災ならびに福島原発事故以来，とくに放射線感受性の高い小児での放射線被
曝に対する人体への影響に世論の関心が高まっている．この影響については広島・長崎の原爆被災者か
らのデータが主に使われているが，長期間での低線量被曝と短期間での高線量被曝の影響は同様ではな
い．胎児期の放射線被曝の影響として流産，奇形，精神発達遅滞があり，いずれもしきい値は���　���
である．小児がんについてはしきい値のない確率的影響とされ，白血病と固形癌ともにリスクが増し，
甲状腺癌はチェルノブイリ原発事故後に被曝した小児で増加した．
　確率的影響の考え方に，がん発生確率が被曝量とともに直線的に増加するという���モデルがある．
国際放射線防護委員会の放射線防護の根幹をなす概念で，合理的に達成できる限りにおいて（被曝）線
量を少なくするという�����コンセプトにつながっている．実際に単純�線など診断用放射線により
小児がんの発生が増加するのかということについては，支持するものと反論するものの両者の報告が錯
綜する．それらの論文をレビューし，医療従事者ができる小児の放射線被曝対策について概説する．

キーワード：胎児・小児，放射線被曝，���モデル，�����コンセプト，診断用放射線．
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 は じ め に

　����年�月の東日本大震災および福島原発事
故以来�放射線被曝に対する世論の高まりとと
もに�とくに小児科での患者の親からの問い合
わせが増加し�放射線科への被曝に関しての
���������	��が増えた�福島に近い首都圏とそ
の以西といった地域間での温度差は少しあるよ
うに感じるが�現在も放射線被曝に対する関心
は高い�原発事故の収束には時間がかかるた
め�長期的な影響の考慮が必要な状況となって
いる�放射線被曝の影響について考える際に
は�広島・長崎の原爆のような短期間での高線
量の被曝と�チェルノブイリや福島原発の事故
後のような長期間の低線量での被曝とは分けて
考える必要がある�また�単純�線���といっ
た診断用放射線の被曝は短期間での低線量被曝
である�小児ではとくに発がんのリスクについ
て論じられることが多い�これらの影響につい
ては現在までに多数の報告があり�リスクが高
いとするものと反論するものの両者がある�
　本稿では�胎児・小児期放射線被曝の現在ま
での報告をレビューし�最近の診断用放射線に
対する発がん影響についての論文紹介に続い
て�医療従事者としてできる小児放射線被曝対
策について論ずる�

胎児・小児期の放射線被曝による影響

　放射線感受性は細胞の増殖速度に比例する�
たとえば�消化管上皮などでは���������が速く
放射線の影響が大きい�また�今後分裂する細
胞の数にも比例するので�生殖細胞や造血幹細
胞は影響が大きい�逆に放射線感受性は�形態
学的および機能的な分化の程度に反比例する�
たとえば�骨の骨幹端の成長板にある細胞は�
骨幹部の細胞よりも感受性が高い�そのため�

悪性骨腫瘍の放射線治療による影響として�開
存した成長板では成長停止を生じうる�また�
小児白血病の骨髄移植前の全身照射（���������	�
�����������	
���）では骨端の変形や骨幹端部で
の二次性外骨腫様の変化を生じることもある�）

（図�）�小児がんの治療の進歩に伴い�患児の
予後が長くなっていることから�小児期の悪性
腫瘍の放射線治療の晩発障害としての二次がん
が問題になっている（もちろん化学療法にも同
様の晩期障害がある）（図�）�たとえば��������
リンパ腫で放射線治療を中心とする加療を受け
た患児での二次癌の発生率は��年で����％���
年で����％と上昇し�マントル照射の照射野内
にある乳癌�甲状腺癌の発症がとくにふえると
いう疫学データが示されている�）�このように
成長・発達の途中である胎児�小児では成人に
比べて放射線感受性が高い上に�余命が長いた
め�成人に比べて放射線被曝による影響が大き
い�放射線により誘発されるがんは�年齢依存
性があるとされる�これらはヒトの場合�広島
と長崎での原爆被爆者�チェルノブイリ事故で
の被曝者などを対象とした疫学調査により調べ
られており�被曝時の年齢の影響をうけること
が明らかにされている�）�）�小児では成人に比
べ�がんの過剰相対リスクは一般的には高いも
のが多い�特に�甲状腺癌と白血病では被曝時
の年齢が低いほど感受性が高く�過剰相対リス
クは上昇することが知られている�また�甲状
腺癌の発症については放射線被曝後��年後に
ピークとなり�被曝��年後も継続することが疫
学的に示されている�）�遺伝障害については�
広島�長崎の原爆被爆者を対象とした疫学調査
では放射線被曝によって遺伝的影響が増大して
いるという知見は確認されていないが�ショウ
ジョウバエやマウスを使った実験からは�生物
学上の事実として�放射線を受けてから子供を
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図　�　　全身放射線照射（���）（＋化学療法）後の二次癌　
　��歳女性�頭頂部腫瘤を自覚し受診�既往歴として��歳時に���にて���および
���を受けた既往がある�（�）頭部��の��画像では境界不明瞭で辺縁の不整な骨
破壊性病変がみられる�（�）���造影後��強調画像の矢状断では不均一に造影され
る骨腫瘍がみられる�病理組織は未分化肉腫であった�

図　�　　全身放射線照射（���）（＋化学療法）後の外骨腫（骨軟骨腫）
　��歳男児�肩甲下部に硬い腫瘤を自覚し受診�既往歴として�
歳時に���に対して骨髄移植前の全身放射線照射（���）を受け�
骨髄移植（���）を施行されている�
　肩甲骨下部から外方に突出する骨腫瘍を認め（矢印）�髄内の連
続性�既往歴から���後の肩甲骨の外骨腫（骨軟骨腫）と考えら
れる�



つくると�受けた線量に比例して遺伝的影響の
発生する確率が増加するというデータがある
（有名なものにノーベル賞を受賞した��������
��������	

��の実験がある）�従って遺伝的影
響についてはヒトではデータがないとはいえ�現
在のところ�国際放射線防護委員会（����）で
はしきい線量がないものとして取り扱ってい
る�）�
　胎児期被曝については小児期被曝とは影響が
同様ではないとされる�ヒトの大人での固形が
んの発生リスクを追跡した報告では�胎児期被
曝による固形がんの過剰相対リスクは�であ
り�どの妊娠時期でも同じというデータがあ
る�驚くべきことに�この値は小児期被曝の
���以下であり�胎児期被曝は小児期被曝に比
べるとリスクが小さいということになる�）�小
児期の組織が�放射線による発がん感受性が高
い理由として�発達期の組織の細胞は活発に分
裂していて�放射線によって染色体異常や突然
変異が誘発された細胞がクローン性に増加する
ことが挙げられている�他にも成人の幹細胞が
低線量の被曝によってアポトーシスをおこすの
に対し�幼若期の幹細胞はアポトーシスをおこ
さないということも報告されている�）�つまり�
傷のできた細胞がそのまま生き残ることにな
る�このことは�胎児期の幹細胞が成人の幹細
胞と同様に�放射線感受性による致死感受性が
高いために�胎児期被曝が小児期被曝に比べる
と発がんリスクが小さいということにつながっ
ているかもしれないという仮説もある�）�子宮
内被曝についてのヒトでのデータは広島・長崎
の原爆被災者からのものが主となっているが�
高線量での影響でわかっている一般的知見を述
べる�妊娠期間の中でも�放射線の影響のリス
クは器官形成期と胎児期の初期が最も顕著であ
り�第�トリメスターに進むにつれ減少してい
く�胎児への影響として考えておく必要がある
ものは�大きく分けて　��）流産����）奇形����）
精神発達遅滞����）白血病を含めた小児がんと
あるが�前�者はしきい線量のある確定的影響
であり�後者はしきい線量のない確率的影響で
ある（表�）�まず　��）流産であるが�受胎産物

の細胞数が少なく�その細胞特性が決定されて
いない時期である受精後�日までの期間におい
て�全か無かの法則に則っとる�そのしきい線
量は�������とされる����）奇形については受
精後�週～�週までが感受性が高く�しきい線
量は�������とされる����）精神発達遅滞につ
いては受精後�週～��週まででとくに感受性が
高く�しきい線量は�������とされる�同時期
に��������程度の線量を被曝すると�重篤な
精神遅滞が約��％と高い発生確率で生じると
される����）白血病を含めた小児がんである
が�これについては現在はしきい値はないもの
として取り扱われており�妊娠のほぼ全期間を
通して�胎児は小児とほぼ同等に�放射線の潜
在的がん誘発効果のリスクがあるとされてい
る�とくに白血病と小児がんのリスクは放射線
被曝の結果としてリスクが増加するとされる�
しかし�前者については白血病の発生率が被曝
によりおそらく増加しているといういくつかの
証拠はあるが�線量の増加に伴う白血病の増加
傾向はないというデータもあり�断定的なこと
はいえない�）�小児の甲状腺癌については原爆
被災者のデータ�およびチェルノブイリ原発事
故からも�放射線により誘発されることが分
かっている�チェルノブイリ原発事故では現在
��年以上が経過しているが�同被災地域では�
甲状腺癌の増加は小児から思春期層�成人層へ
と移行し�現在�新規の小児発症例は劇的に減
少している��）�つまり�事故後に出生した非被
曝群の小児甲状腺癌の発生が激減したことか
ら�事故直後の小児甲状腺癌の発生が被曝の影
響であったことが証明されたことになる�放射
線誘発によって生じる遺伝子異常などがこれま
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表���　胎児への放射線被曝の影響



での解析により蓄積されてきており�今後放射
線誘発腫瘍の発がんメカニズムがさらに解明さ
れていくものと思われる�

�

　前項では一般的な放射線被曝についての影響
に関しての知見を論じたが�ここでは医療に伴
う低線量被曝�とくに診断用放射線の胎児期
（子宮内）被曝の影響について述べる�最初に妊
娠女性に対する診断用�線にて小児白血病をは
じめとする小児がんの発生が増加すると報告さ
れたのが����年の�����らの������での報告で
あった��）�
　その後�これに関する有名な疫学研究として
��������	�
���������������������というもの
がなされた�これは����年～����年生まれの
小児を対象とし�妊娠期（胎児期）に母体内で
受けた診断目的の腹部単純�線にて�小児白血
病のオッズ比が����（��％����������	��
）�白血
病以外のがんのオッズ比が����（��％���������
����）と小児がんの発生を増やすという報告で
あった��）�その後�このテーマについてのシス
テマティックレビューが発表されている�それ
によると����年までに��の症例対照研究��つ
のコホート研究があり�症例対照研究のメタ分
析では�小児がんを増やすという��������は得
られず�低線量被曝についての�疫学研究の結
果は一貫していない��）�さらに�����年に
���������	
����������（���）に非常に質の高
い後ろ向きの症例対照研究が発表された�イギ
リスの����������	�
������

��������������
（�����）というグループが����年～����年に
出生した����人の小児がん症例と�コントロー
ル群としてイギリスの�����������	
�����登録
から得られた性別�生年月日�住居を一致させ
た対照症例����人の妊娠中（子宮内）および
生後���日までの診断用放射線の暴露歴を比較
している�全小児がんでのオッズ比が����
（��％ ���������	�
�）�白血病のオッズ比が����
（��％ ��������	
��
）�うち���ではオッズ比
��������ではオッズ比����であり�他のすべ

診断用放射線が小児がんの
発生を増やすのか？

ての小児がんでのオッズ比は���������の間で
あった（表�）�ただし���％信頼区間はすべてで
�をまたいでおり�統計学的な有意差のない結
果であったが�放射線の暴露歴がある群すべて
でオッズ比は�をこえて偏りがあり�妊娠中お
よび生後���日までの診断用放射線被曝は小児
がんのリスクをふやす可能性があると結論づけ
ている��）�これまでの疫学研究では放射線暴露歴
をインタビューで行っているため�思い出しバ
イアス（�����������）が避けられなかったのであ
るが�この�����では放射線暴露歴の確認を診
療録から裏付けていることが非常に大きい�ま
た����年に��������	
�����	��	��������（���）
に診断用�線による小児がんリスクについての
研究結果が発表された�����年～����年まで
に診断用放射線（個々の平均有効線量�μ��）
を受けた�����人を追跡し�その後��例の小児
がんが発生している�これによると全がんの標
準化罹患比（���）は����（��％��������	
���）
であり�小児がん発生のリスクは上昇しないと
いう結果であった��）�
　ここで述べられていることで特筆しておきた
いことは���������	�
��では腹部・骨盤部単純
写真での胎児被曝量が������と二桁の線量で
あったのが�装置の改良により現在は��������
���と線量が減ってきていることと�時代をさ
かのぼるほど小児がん発生のオッズ比が高い傾
向があり�被曝線量の多さと関連しているかも
しれないということである�このように�最近
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表���　妊娠中の診断用放射線暴露による小児がん発生
のオッズ比（交絡因子調整後）



でも診断用放射線による小児がんのリスクにつ
いての報告には両論があるが�不必要に放射線
被曝をうけるデメリットについて�われわれ医
療従事者は常に考えておかなければならない�
　単純�線より線量の多い��による放射線被
曝の影響については�現在いろいろな国で研究
が進行中であり�その結果が待たれる�

�

　被曝線量の多さとがん発生のリスクが関連し
ているかどうかについては�原爆被爆者等の調
査結果からのデータがヒトでは最も重視されて
いる�「確率的影響」である発がんについてはあ
る程度の被曝線量からのデータはあるが�低線
量域ではあくまで推定された予想でしかない�
そのため�低線量放射線の人体への影響につい
ては�さまざまな議論があるわけである�高線量
放射線被曝と低線量放射線被曝でそれぞれの生
体の反応が質的に同じであるという仮定にもと
づいて�高線量域での影響量から�低線量域に直
線的に外挿して低線量域での影響を推定したモ

発がんとしきい値なし直線モデル
（��������	
�����	�������モデル）

デルがあり�それが���（��������	
�����	��）
モデルといわれるものである��）（図�）�簡単に
いうと�がん発生確率が被曝量とともに直線的
に増加するというモデルである�この���モ
デルは国際放射線防護委員会（����）の放射線
防護に関する勧告の根幹をなす基本理念であり�
�����（������������������	
��������	�）コ
ンセプトという合理的に達成できる限り放射線
被曝線量は少なくするという考え方につながる
ものである�この���モデルのリスク係数値
は�主として広島・長崎の原爆被爆生存者の追
跡調査に基づいた推定値であり�低線量被曝に
はあてはまらないと反論する意見もある�つま
り�動物実験のデータはあってもヒトでのデー
タはないため�あくまで仮説ということにはな
る�
　����年に����������らが������にこの���
モデルを用いて�衝撃的な論文を発表し�日本
で大新聞の一面の記事になったことは記憶に
残っておられる方も多いと思う（私は大学の放
射線科の研修医�年目の時であった）�医療制
度が整っていると認められる��カ国での診断
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　　　がん発生確率が被曝線量とともに直線的に増加するというモデル



用�線の利用状況を文献調査し�それに伴って
発生するがんの数を推定すると�日本での診断
的�線利用が最も多く�毎年がん全体の���％
にあたる����件のがん発生が見込まれるとい
うものであった��）�この計算は以下の通りであ
る���������年の報告では�被曝に伴うがん
死亡リスクは����あたり����と見積もってお
り�医療先進国での診断用放射線による被曝は
年平均�������との放射線影響国連科学委員会
の����年の報告に基づいて�日本の人口�億
����万人にあてはめて�����（件���）×���×
��‐�（���人）×���×���（人）＝���×���（件）とい
う単純明解なものであった（この論文ではもっ
と詳細に細かいことが記載されているが�大筋
はこのようなものである）�「診断用放射線の安
易な使用は控えるべきである」ということを伝
えるのが真意と思われるが�この計算への反論
として�低線量被曝での生体防御能力を加味し
ていないというものが多い��）�つまり�ヒトで
はさまざまな修復機構が存在し�発がんに至る
までには何重もの修復機構を乗り越えなければ
ならないので簡単には発がんしないという考え
方である�放射線により活性酸素が増加した場
合には�抗酸化物により活性酸素を除去し�
���損傷に対しては�完全修復し�不完全修復
から突然変異が生じた場合には�アポトーシス
により潜在的にがん細胞を除去し�万が一がん
化した場合には免疫細胞による除去が行われる
という一連の修復機構である�ここまで乗り越
えた場合にのみがんが生じるのであって�単純
な���モデルでは説明できないと述べている�
これは低線量の放射線では発がんしないという
「しきい値説」ということになる�この説にのっ
とると�当然ながら���モデルでは過大評価し
てしまうことになる�その根拠として持ち出さ
れることが多いものに�インドや中国などにあ
る高自然放射線地域に居住する住民の疫学調査
でがん増加が認められないとするものがある
が�集団のサイズが小さく�タバコなどを含め
他の交絡因子の影響を排除できないので�デー
タとして適切かどうかはわからない�このしき
い値説を唱える人の中に�低線量放射線被曝は

免疫機能を活性化させて�健康増進をもたらす
という「ホルミシス（��������）効果」を提唱
している人もいる�ギリシャ語の「�����＝刺
激する」という言葉に由来しており�この意味
は大量では抑制的に働く物質が少量では刺激的
に働くということで�����年にアメリカのミズ
リー大学の������らが放射線照射による植物
の生長�実験動物の寿命の延長などホルミシス
を示す過去のデータを集めて解析し�低線量放
射線は有害どころか生命の維持にとって必須で
あるとの著書を発表したのが最初である��）�そ
の後�それを支持する論文と否定する論文とが
多数発表されたが�現在のところでは�������
らの放射線ホルミシスのデータの多くは再現性
に乏しく�実証されていないとするのが一般的
となっている�そのため�����は現時点では
放射線リスク推定にはこれを考慮にいれていな
い�その一方では����モデルは過小評価して
いるとする逆の報告もある�����年の欧州放
射線リスク委員会は線量・効果関係が極低線量
でいったん極大値を示すという�相モデルを提
唱して�小児白血病の増加を説明している��）�
しかし�このデータも実証できていない�
　以上をまとめると�ヒトでの低線量での放射
線の影響についてはわかっていないことが多
い�エビデンスレベルの高いデータがない以上
は�動物実験でのデータ等を利用して推察する
しかないわけであるが�放射線防護の観点から
は�しきい値がないと考える���モデルを採用
するのが安全管理の上で重要である�従って�
われわれも����が採用しているこの考え方に
基づいて行動するのが現時点では問題が少ない
と考える�

�

　一般的な診断用放射線による入射表面の被曝
線量目標値を記載した（表�）�たとえば�歳の
小児の胸部単純正面写真については�枚あたり
�������までであり�成人の�������までと比
べて少ないことがわかる�ただし�小児での他
の部位での線量目標値についての記載は少なく

 医療従事者としての
小児の放射線被曝対策

胎児・小児期の放射線被曝 ���



ほとんどが成人でのものとなっている�「子供
は小さな大人ではない」とよくいわれるが�小
児は大人のミニチュアではないため�これらの
線量は単純に体格にあわせて小さくしただけの
ものではない�放射線被曝を少なくするために
医療従事者ができることとして���）小児科医
をはじめとする検査を依頼する医師���）検査
を施行する医師および放射線技師���）放射線
を扱う現場にいる放射線科医の立場によってさ
まざまな方法がある�まず���）の検査の依頼
側であるが�ポータブル撮影を含めた単純�線
検査・透視・��検査など�本当にその患児に
必要な検査なのかどうかを再度考えること�放
射線を使わないそれらの代替となる検査（超音
波検査や���など）に置き換えることができな
いか�外傷後などでフォローアップの撮影は必
要としてもその回数を減らすことができないか
といったことを検討すること�頭部外傷などで
は頭部��を撮影する基準・ガイドラインを
作ってリスクの高い群を抽出するようにするこ
と（たとえば����ガイドライン��））などがあ
げられる�当院では約�年前より頭部外傷の
��撮影基準の院内ガイドラインを小児科医・脳
外科医・救急医・放射線科医で検討して作成し
たところ��年間で前年の��％程度の頭部��
検査が削減され�その後の電話調査（後追いが

できたものについて）では重篤な見落とし例も
増えていないことが確認されている����）検査
を施行する側では�体重・部位・目的によるパ
ラメーターの調節・変更をすることや�自施設
の検査装置のスペック・特性および線量と画質
の特性に熟知すること�最高画質を追求せず診
断に支障の出ない程度で�必要最低限の解像
度にすることなどがあげられる�たとえば���
においては����（����������	
����	�������）
と呼ばれる管電流自動制御機能を搭載した機種
が普及しており�患者の体格に合わせて管電流
を自動的に変更させるものがある�これがない
機種の場合は����������	
�という低被曝キャン
ペーンを行っている米国小児放射線学会のホー
ムページ��）�に���������	��
��������	�����������	
��������	
���というエクセルシートがあり�
その施設の成人用に行っている撮影条件を記入
すると�小児の各体重の至適推奨管電流が表示
され�それを利用することもできる����）現場
にいる放射線科医の役割としては��日の��検
査の前にプレチェックを行い�プロトコールを
決定する作業を行うことなどがそれにあたる�
たとえば造影��検査で単純撮影を施行するか
どうか�撮像範囲をどうするかといった具体的
な指示を与えることで被曝線量の低減が可能で
ある�また�たとえすでに検査がオーダーされ

��� 野　崎　太　希

表���　�線単純撮影における線量目標値



ていたとしても�適応がないと思われる検査や
放射線を使わない検査に代替すべきものについ
ては�主治医・担当医に連絡をしてオーダー変
更をしたり�研修医や経験の少ない医師には教
育・啓蒙することも大切である�たとえば�虫
垂炎の診断は超音波検査を第一にすべきであ
り���で確定できない場合に��を補完的に使
うという考え方は大切であるし�仮に腹部��
を行うにしても�単純��を省略して造影��の
み�相で撮影すべきである�糞石の確認のため
に単純撮影をすることが以前は多かったが�小
児の虫垂炎の診断において�単純＋造影��と
造影��のみでの診断能を比較検討したとこ
ろ�診断能に差はなかったという報告が出てか
らそのように変更した施設も多いと思われる��）�
また�小児では�������撮影はできるだけ避
け�必要な場合でも撮影回数を減らし�スキャ
ン範囲も制限するといった指示はとても大切で
ある�他に�出版物や講演等を通し�全国に被
曝軽減についての啓蒙・教育をすることも重要
な責務である��）�

 最 後 に

　放射線被曝に対して�過剰すぎる恐怖心をも
ちつづけることはよくないが�低線量の放射線
被曝であるから大丈夫という意識を安易に植え

付けて低線量被曝を却って推奨する論調がある
ことには危惧をおぼえる�エビデンスレベルの
高い裏付けられたヒトでのデータがないうち
は�あくまで「合理的に達成できる限り�でき
るだけ少ない（被曝）線量にする」という�����
コンセプトに則っとるべきであると私は考えて
いる（特に放射線感受性の高い小児ではなおさ
らである）�原発事故があったこの様な状況下
で����モデルの仮説のまちがいを指摘し�「ホ
ルミシス効果」を唱えて�「低線量被曝は体にむ
しろよい」などとマスメディアを通して世の中
に訴える学者がいるが�将来に禍根を残さない
ことを祈るのみである�
　「こどもは小さな大人ではない」とよく言われ
るように�小児の放射線感受性は高い�こども
は将来を担っていく大切な存在であることを十
分に認識して�無駄な被曝をさせないように最
大限の努力を払っていくことがわれわれの果た
すべき責務と考える�
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所属・職：聖路加国際病院放射線科　医員

　　　　　国立成育医療研究センター　放射線診療部　研究員

　　　　　東京医科歯科大学　腫瘍放射線医学／臨床解剖学教室　大学院生

略　　歴：����年�月　京都府立医科大学医学部　卒業
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　　　　　����年�月　明石市立市民病院　放射線科

　　　　　����年�月　済生会滋賀県病院　放射線科

　　　　　����年�月　国立成育医療センター放射線診療部

　　　　　����年�月　聖路加国際病院　放射線科　

　　　　　　　　　　　　国立成育医療センター　放射線診療部　研究員（兼任）

　　　　　����年�月　聖路加国際病院　放射線科　医員

　　　　　����年�月　東京医科歯科大学　腫瘍放射線医学教室／臨床解剖学教室大

学院生（兼任）

専門分野：画像診断（小児全般・骨関節／骨軟部画像診断）

主な業績：���．野崎太希，石山光富，齋田幸久，田崎　篤，新津　守：���の画像コントラストからわかること　

整形・災害外科　��（�）�����������	
���

　　　　　���．野崎太希，負門克典，松迫正樹，渡邉文彦，齋田幸久：単純�線で診断できる疾患　診断すべき疾

患　骨　臨床画像　��（�）�����������	
���

　　　　　���．野崎太希，負門克典，齋田幸久：胸壁への画像診断へのアプローチ　臨床画像　��（�）����������	

�����

　　　　　���．野崎太希，新津　守，齋田幸久：肩関節の解剖　����������（��）�����������	

��

受　　賞：����年　第��回����（北米放射線学会）：�����������	�
������
������　“��������	
�		������
����

���������	�
����������������
�����
���������	�
������������”

研究班・委員：

　　　　　���．小児固形腫瘍観察研究（成育委託研究事業）中澤班　（代表：中澤温子先生）　小児骨腫瘍における

中央画像診断：研究協力者

　　　　　���．難治性血管腫・血管奇形に関する調査研究（厚労省難病克服事業科研）佐々木班（代表：佐々木了

先生），血管腫・血管奇形の診療ガイドライン作成委員（���学会兼任）：研究協力者�

　　　　　　�　．画像診断ガイドライン委員（日本医学放射線学会）

著者プロフィール


